
 
 

平成２６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）見直し事項 

（ 廃 止 ・ 縮 減  ） 

No ２ 府 省 庁 名  経済産業省               

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

見直し 

項目名 
独立行政法人中小企業基盤整備機構が行う工業再配置等業務・産炭地域経過業務に係る非課税措置の廃止 

 

見直し 

内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構の工業再配置等業務・産炭地域経過業務においては、現在、以下のような非
課税措置（国税）が講じられている。 

 
○法人税…当該業務においての産業用地の販売業・貸付業は収益事業とはならず、政策行為として非課税 
○印紙税…当該業務に係る契約書作成に伴う印紙税が政策行為として非課税 
○登録免許税…①中小機構が当該業務に係る用地を取得するに伴い、所有権移転の登記を受けるが、その際に課税

される登録免許税が非課税 
②産業用地を企業に割賦販売するに伴い、抵当権を設定するが、その際に課税される登録免許税が、
販売相手が中小企業者の場合は非課税。 

 

上記、工業再配置等業務・産炭地域経過業務に係る非課税措置の中でも法人税の非課税措置廃止が認められた場

合、法人住民税法人税割及び法人事業税についても同様の効果を適用する（法人税の非課税措置廃止が認められた

場合、国税との自動連動を図る）。 

 

関係条文 

 

地方税法第２３条第１項第３号、同法第７２条の２３第１項、同法第２９２条第１項第３号 

 

増収 

見込額 

［平年度］  － 百万円 

［改正増減収額］  －                           （単位：百万円） 

 

廃止 

又は 

縮減の 

理由 

中小機構の工業再配置等業務・産炭地域経過業務については、独立行政法人中小企業基盤整備機構法施行令

（工配業務：附則第２条第１項、産炭業務：附則第５条第１項）により、業務期限が平成２６年３月３１日

と定められており、業務終了後は当該業務に係る非課税措置を継続していく事由も存在しなくなることから、

平成２５年度をもって当該業務に係る非課税措置を廃止としたい。 

ページ ― 


